項目１１地域組織への追加
「地区における課題解決や計画作りのために地区協議会を置くことができる。市は地区協議会の活動を支援するものとする。」
地区協議会について
○　地区における市民参加による住みよい地区づくりを進めるために地区協議会を設置する。この協議会は、地区の自治会町内会の自主的活動を尊重しながら、地区課題について取り組む。

· 地区協議会は、行政区（鎌倉、腰越、深沢、大船、玉縄）ごとに設けるものとするが、さらに細分化することも可能とする。
· 地区協議会は、地区における自治会町内会をはじめ地区の多様な市民の組織、団体、個人で構成する。

· 地区協議会は、地区の課題で特に重要な課題について討議し、地区の計画や、まちづくりを進めるものとする。

市は、地区に関わる計画について協議会に諮問し、協議会が策定したまつづくり計画について市の総合計画等に位置づけるものとする。

· 地区協議会は、運営ルールを策定し、民主的に運営する。
この協議会の経費はこの協議会に参加する団体、市民が負担すると共に、市は支援するものとする。

· 地区協議会で策定したことを実現するために、協議会参加団体、市民、行政は協働してその実現を図る。
· 市は地区協議会の場の提供や情報の提供を積極的に行うと共に、活動を支援する。

市民委員会について
（目的）

　市の総合計画など重要施策に関し、市民参加により策定していくために市民委員会を設置する。市民委員会は市民の声を充分に聞き、議論し、報告をまとめるものとする。

　市は、市民委員会の報告を尊重する義務を負う。
（市民委員会の組織）

　市民委員会は課題別に市が設置する。

　市民委員会の委員構成は、専門家、関係団体の代表者、公募市民により構成する。

　公募市民の数は全体定数の三分の一以上とする。

（公募のあり方）

　市は公募委員を公募するにあたり、定数、議論すべき課題等、市民に分かりやすく説明し、公募するものとする。

　公募に応じた市民から委員を選任するにあたっては、地域、年代、性別等を考慮して選考する。

（市民委員会の任期）

　市民委員会は討議すべき課題について、おおむね２年以内に結論を出すものとする。

（市民委員会の運営）

　市民委員会は委員の互選により代表、副代表を選任する。

　代表は委員会を代表すると共に、委員会の運営に責任を負う。

　必要に応じて運営委員会、部会をおくことができる。
　市民委員会は、市民の声をいかすために、委員以外の市民との意見交換会を行うものとする。

（事務局）

　市民委員会の事務局は市が行う。

　事務局は委員会からの資料提供の要請に誠実に応えるものとする。

（会議の公開）

　会議は原則公開で行う。会議の記録は速やかにホームページ等で公開する。

（条例の制定）

　市は自治基本条例に基づき市民委員会条例を制定するものとする。

（経費等）

　市民委員会の委員の報酬は専門家等を除き無償とする。

　市民委員会の活動に必要な経費は市が負担する。

住民投票制度について

· 鎌倉市は市政にかかる重要事項について、直接市民の意志をを確認するために住民投票を実施することができる。

· 住民投票の結果について市や市議会は尊重義務を負う。

· 住民投票制度は市の条例で定め、常設型とする。

· 住民投票は市政にかかる重要な課題について行う

　　　重要な課題とは市民全体に影響を与えることが予測される課題とする。

　　　憲法、地方自治法等で住民投票が規定されているものは除く。

　　　地方税、負担金，使用料及び手数料の負担増減を対象とした事項を除く。
· 住民投票の発議は、市民、議会または市長とする。
市民の発議とは投票権を持つ市民の十分の一以上の連署によって請求するものとする。

· 住民投票の投票権

· 日本国籍を持ち、１８歳以上で引き続き鎌倉市に住所を有する者。

· 定住外国人で、永住者、特別永住者及び日本に在留資格を持ち３年を超えて在留している者で、引き続き鎌倉市に住所を有する１８歳以上の者。

· 住民投票の執行等

　　　住民投票は市長が執行する。投票・開票事務、市民発議の効力等に関する事務などを選挙管理委員会に委任する。

　　　投票・開票の事務等は選挙の手続きを基本とする。

· 住民投票の実施区域

　　　住民投票の実施区域は鎌倉市の全域をもって実施区域とする。

· 投票への情報提供

　　　市長は、投票対象事案について行政上の資料を適切な方法で公表するものとする。
　　　執行者としての市長は、必要に応じて、公開討論会、シンポジウム等を行うことができる。

　　　選挙管理委員会は投票の方法等、実施に必要な事項の情報を提供する。

· 投票運動

　　　投票運動は原則自由とするが、買収・脅迫等自由な意志が拘束されることがあってはならない。

自治基本条例推進会議について　

（目的）

　自治基本条例は、市民主権による市民自治確立のための鎌倉市の憲法的性格を持っていることに鑑み、条例施行後、条例の趣旨や条項が実際にいかされているかどうか、絶えず検証すると共に、啓発を行わなければならない。

　そのために、市民、議会、市長・行政が協力して推進啓発に努める必要がある。

　上記のことを実施する組織として、鎌倉市自治基本条例推進会議を設ける。

（組織）

　市長、議会、市民の代表により推進会議を設置する。

　公募等の市民により推進市民会議を設ける。この推進市民会議は市内各種団体、公募市民によって構成する。

　推進会議の代表は市長がつとめる。市議会議長、推進市民会議の代表は副代表とする。

（推進会議の活動）

　推進会議は毎年会議を開き、自治基本条例の進捗状況、啓発の状況を点検すると共に、具体的活動計画を策定する。

　推進会議のもとに推進委員会を設ける。推進委員会は推進市民会議へ参加する市民、議員、行政で構成し、活動計画の執行すると共に、条例の推進状況を点検する。

（推進の方法）

　市は毎年自治基本条例を進捗させるために、フオーラム、イベントを開催し、市民に啓発をはかる。

　市は市広報等を通じ絶えず市民への啓発をはかる。

　市民は日常の活動において絶えず、自治基本条例に関し啓発点検を行う。
